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昭和 42年  企業会計審議会答申「連結財務諸表に関する意見書」 
昭和 50年  企業会計審議会答申.「連結財務諸表の制度化に関する意見書」 
昭和 51年  「連結財務諸表規則」制定 
平成 8年   連結納税制度に関する経団連一次案 
平成 9年   独占禁止法改正 純粋持株会社解禁 
平成９年   企業会計審議会「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」 
平成 10年  改正ＮＴＴ法「日本電信電話株式会社の一部を改正する法律」 
平成 10年  自民党税制改正大網「2001年を目途に連結納税導入準備に着手する」 
平成 11年  経団連第二次案 
平成 11年  株式交換、株式移転制度の創設 
平成 12年  与党三党平成13年度税制改正大網「平成 14年度導入を目指す」 
平成 13年  税制調査会法人課税小委員会最終報告書「連結納税制度の基本的考え方」 
平成 14年  法人税法第79号「法人税等の一部を改正する法律」により創設 





































































































































































































































































 (オ) 連結欠損金 
 
平成 14年 5月の、法人税法等の一部を改正する法律案によると、法人税法 57条の単
本法人の繰越欠損金額の取扱いについては、新たに 5 項目が追加され、連結欠損金額に
































連結所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入する[法法 81 の 10(2)]ことにな
っているから、ここで課税の取戻しを行うことになるのである。 
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